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要旨 

 

 ボランティア活動に熱心な専業主婦だった私が、あるきっかけから政治経済に関心を深め始

めていた頃、世界的な新型コロナ感染拡大が起きた。日本においても戦後初めてとなる緊急事

態宣言が発令され、自宅に籠る生活を余儀なくされた。先のみえない不穏な空気が社会に漂う

中、突然、政治家に向けて減税と規制改革を求める活動が始まった。これを「減税活動」と呼

ぶ。 

 最初の「減税活動」は twitter で政治家に消費税減税法案作成を求めるメッセージを送る行動

だった。その次の行動では、地方議会に消費税減税を求める国への意見書の請願を提出した。

これが、自分が書いた文章がアーカイブになる初めての経験となった。アーカイブに記録され

た自分の意見を、本論文で「民意の爪痕」と名付けた。 

 「減税活動」が進むとともに、地方議員や国会議員との連携、地方議会や国会に直接関わる

機会、官僚と質疑応答の経験を重ねた。それは同時に「民意の爪痕」を残す行動であり、行政

や議会のアーカイブを参照し、また日本の議会におけるアーカイブの現状を身をもって知るこ

とでもあった。また、この発言や私文書を、公文書として残せるのか？と疑問をもつ場面にも

遭遇した。この疑問は、その後刊行された倉山満著『救国のアーカイブ』によって確信へと変

わった。 

 「減税活動」を通じて納税者としての権利の意識と、アーカイブの重要性への認識が比例す

るように高まっていった。その一方で、日本における地方議会、国会のアーカイブの現状が、

国際標準からは遠いことを知った。その知見は、日本における民主主義は、今やっとスタート

地点にあるとの認識へと繋がった。 

 「減税活動」の実例から『救国のアーカイブ』を基本文献として現状の認識を述べたのち、

これからの日本への提言を行うことを、本論文の目的とする。 
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序章 

 

 現在の私はフリーランスの仕事をしているが、子育て中はボランティア活動に励む専業主婦だった。ボ

ランティア活動では「予算のある家計簿」を社会に普及する目的で毎年講習会を開催していた。講習会で

講師を務めるにあたり、家計に留まらず社会経済について知識を広げたいと思い、当時普及し始めていた

YouTube 番組やインターネット情報に触れるようになった。 twitter での政治系アカウント発信チェックも

そのひとつである。すると、今まで地上派放送や新聞から得ていた情報とはかなり違うことに驚き、急速

に政治経済への関心が高まっていった。 

 令和 2 年になると、徐々に新型コロナウィルスが世界的に猛威を振るい始める報道が入ってきた。同年

4 月には日本で初の緊急事態宣言が発令され、ほぼ一か月以上、通勤通学はストップ。関東首都圏全域で

極力外出を控える社会状況になった。いつ終息するか先が見えない不穏の中、町は商店の閉店が相次い

だ。娘のアルバイト先だった喫茶店も閉店した。大好きだったお店の閉店に涙する娘をみて胸が痛んだ。

そこで思い出されたのは、令和元年 5 月、安倍総理（当時）の「リーマン・ショック級の出来事がない限

り、（消費税を）現行の８％から１０％に引き上げる予定だと繰り返し申し上げており、この方針に変わ

りはない」という発言だった。世界中からコロナ禍でのロックダウンが報じられ、日本においては 30 年

に及ぶデフレが続いた上のこの状況である。中小企業は苦境に陥るのではないか？この緊急事態をもって

しても、国会では消費税減税の提案すら無いのか？とやり場のない思いを抱き、自宅に籠る日々を送って

いた。 

 そんな折、twitter でフォローしていたアカウント※1、ワタセユウヤ＠yuyawatase （以後、ワタセユウヤ

と称する）から、「消費税減税法案を作るお願いを、国会議員のアカウントにツィート投稿しよう」とい

う旨の発信があった。ワタセユウヤの中の人（アカウントを運営し、実際に投稿している人）は、一般社

団法人救国シンクタンク理事であり、研究員である渡瀬裕哉氏である。※2 それまでは、ワタセユウヤ

の発信内容は、国際情勢、特にアメリカ政治についての情報が主だった。しかし、今回のツィートは国内

政治に関わる、非常に具体的で簡単にできる行動を示唆する内容であり、自分の心境とも一致したことか

らすぐに実行した。 
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 ツィートの投稿先である国会議員は、主には自民党長尾たかし議員（当時）、同党安藤ひろし議員（当

時）、同党山田ひろし議員、日本維新の会音喜多駿議員であった。実際に行動したのは、私も含め、ワタ

セユウヤのフォロワー数十名ほどであったと推察するが、定かな人数は不明である。 

 この結果、 NHK から国民を守る党（党名当時）浜田聡議員（以後、N 党浜田議員と称する）が、ワタ

セユウヤの発信に応じて消費税減税法案の骨子を作成した。その次に、日本維新の会から消費税減税プロ

グラム法案が提出された。令和 2 年 4 月 29 日、民意が議員と政党を動かして消費税減税法案（骨子）を

作らせたこの事実は、日本初の草の根民主主義である、とワタセユウヤがツィートした。※3  それは、

実際に行動した私にとって非常な驚きであり、初めて政治を実際に動かした実感を得た感動があった。 

 そして、次なる草の根民主主義の行動として「地方議会に消費税減税の請願を出そう」という呼びかけ

がワタセユウヤから発信された。このとき初めて請願という言葉を知った。請願については本章で説明す

る。この請願を地方議会に出す行動が、アーカイブを意識する始まりとなった。 

 

 本章では、４つの実例を紹介しつつ、アーカイブについて気づいた日本の現状、意義について述べる。

4 つの実例は、それぞれ１請願、２質問主意書、３ジャンケン理論（渡瀬裕哉氏による造語。説明は後

述。）、４地方議会の議会運営ルールを中心テーマとする。終章では、これからの日本に必要な提言と本

論文のまとめを述べる。 

 

 本論は、救国シンクタンク所長であり、憲政史家である倉山満氏による著作『救国のアーカイブ』ワニ

ブックス刊 を基本文献として論じる。また、先行研究として参考文献（論文末尾参照）にあたった。 

 本章に先立ち以下のようにアーカイブを定義する。 

 基本文献および参考文献全てに共通している概念である。 

① アーカイブとは、国民にとっての知的財産の、分類、保存、維持管理、アクセスの技術や方法で 

ある。 その技術と方法によって、過去の事実が未来においても有益な情報として蘇る。 

② ①における知的財産は、美術館や博物館に収められる物質的な形の財産のみならず、デジタルデ 

ータ、紙ベースのテキストのほか、電子メール、SNS 上の文字データ、動画、録音など記録と呼

ぶ全てであり、保存技術の進歩によってその形態は無限である。 

③ ①における知的財産の中でも特に政府文書は公文書（こうぶんしょ）と呼ばれる。ここでいう 

公、とは政府、官僚の意味ではなく、国民皆の、という意味である。 

④ ①と③から、公文書は民主主義の基礎であり、納税者の知る権利に寄与する唯一のデータであ 

り、税金の使途に関する納税者の意見を裏打ちする根拠である。 
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本章 民主主義へ繋がる「民意の爪痕」～「減税活動」で得たアーカイブの意義 

 

 「民意の爪痕」は私の造語である。意味は、国民の意見をアーカイブに残すこと、である。 

 

「爪痕」は救国シンクタンク研究員である中川コージ研究員の発言から拝借した。救国シンクタンク会員

限定ライブ配信において、視聴者である私が投稿したコメントに対して、「（請願とはつまり）政治的な

爪痕は残したということですね」とのご発言があった。※4  

 

この章では「民意の爪痕」がのちに様々な結果に繋がった実例を紹介し、その体験から得たアーカイブの

現状と意義について論じる。実例は、請願の提出、質問主意書とその発展、ジャンケン理論による「民意

の爪痕」、地方議会の議会運営ルールの発見、の四つを取り上げる。 

 

 

実例１：請願の提出 

 

 請願とは、簡単に言うと、議員を通して議会に提出する国民の要望、である。要望という意味では陳

情も同じである。請願はその要望に賛同の署名をする議員（これを紹介議員という）が議会に居れば成

立する。議会に受理され、委員会と本会議で審議保留または採択か不採択かが決議される。このとき全

政党及び無所属議員の賛否が明確になる。その請願文と委員会、本会議の議事録、決議の結果（採択か

不採択か審議保留か）がアーカイブとして残る。陳情は議員の賛同が必要なく議会に提出できる。陳情

の取り扱い方は地方自治体によって様々である。 

 この請願を川崎市議会と参議院に提出した。それぞれについて、提出の経緯とアーカイブについて気

づいたことを述べる。 

 

 ①川崎市議会への請願提出 

 ワタセユウヤのツィート「地方議会へ消費税減税を求める請願を出そう」という呼びかけを受け、

まず請願とは何かを知るところからのスタートだった。請願と陳情の基本的な違いについてはツイッ
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ター上で飛び交う情報から理解した。次に地元である川崎市議会 HP へアクセスし、掲載されている市

議会議員の名前と SNS から、議員の facebook を検索していた。すると、ある自民党議員（A 議員とす

る）の facebook に「こんなときは時限的にでも消費税を０％に減税すべきだ！」と自身がコメントし

ているのを発見した。「消費税減税を言う議員がここに居た！」と、A 議員に請願したい旨を直接メ

ッセージした。A 議員からの返信では、請願に署名できるかどうかは党での会議によって了承されて

から、と前置きがあった。その上で、請願の書類のこと、書き方、出し方をご教示いただいた。自分

の思いを込めた請願文を書き上げ、ゴールデンウィーク明けには川崎市議会市庁舎において自民党団

団長に請願の内容を説明した。その日には各会派への説明回りを A 議員付き添いで行った。初めての

議員控室訪問、市議会議員との初めての面談と、初めて尽くしの「減税活動」になった。 

 結果、共産党と無所属議員一名の署名により請願が成立した。自民党議員団は結局、署名できな

い、との返事だった。令和 2 年 5 月 13 日議会局議事課で請願を提出。令和 2 年 6 月 12 日総務委員会に

付託された。 

 令和 2 年第 4 回川崎市議会定例会（6 月 18 日）本会議において賛成及び反対討議が行われたあ

と、不採択の決議で結審した。「請願第 14 号 新型コロナウイルス禍による自粛要請を端緒とす

る不況対策として消費税の一時的減税を求める意見書を国に提出することに関する請願」として

HP に掲載されている。https://www.city.kawasaki.jp/980/cmsfiles/contents/0000117/117966/seigan014.pdf 

https://www.city.kawasaki.jp/980/cmsfiles/contents/0000117/117966/seigan014.pdf
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また、本会議での賛否の一覧は以下のように掲載されている。 
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請願提出をきっかけに、議員、政党、議会、公文書に初めて直接関わる体験をし、地方議会におけるアー

カイブの在りかたについて以下のような気づきを得た。 

 

〇請願に関する議員個人の意見と議員所属党の意見は一致するとは限らない。党派によるが、団

会議での署名可否の結論の理由と経過は不明。 

 

自民党議員個人では消費税減税を望んでいても、川崎市自民党団としては署名できないという結

論だった。その際、団会議議事録の存在は不明、署名できない理由も不明である。理由について

は総務委員会での自民党議員の意見が、団会議での意見と同等であると解釈する他ないのが現状

である。自民党議員（橋本勝委員）の意見は、アーカイブで確認できる。 

   令和2年6月総務委員会 6月12日 請願第14号についての質疑の一部 

       

 

自民党議員個人の意見は、団会議においてどのように議論され、異なる結論に至ったのか、請願

者として最も知りたいところである。多数決が議会制民主主義の必要条件であるならば、与党議

員団が会議で決定したことが最終決定の決め手になる可能性は限りなく大である。結論の決め手
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となる議事録がアーカイブとして有権者に公開されないことは、果たして民主主義なのか、と問

題提起する。 

 基本文献 『救国のアーカイブ』第 1 章「日本の公文書管理の致命的な問題点」 

“日本のアーカイブでは、最後の結論さえ残せばよいという考え方が支配的である。” とある。 

まさに市議会にその現状がある。アーカイブにおいては結論だけでなくその経過が大事である、

という国際標準の認識を持っているか、全市議会議員に問いたい。 

 

〇請願は、委員会、本会議の議員の発言を公文書として残し、そのときの議員の意志や立場を公

文書として残すことにより、未来にも遡って確認が可能である。また、議事録の検索がネット上

で容易に可能なシステムの構築が必要である。 

 今回の論文執筆にあたり、川崎市会議録検索システムであらためてその議事録を参照した。す

でに 2 年前になるこの請願第 14 号に関する会議録を瞬時に参照できることは率直に素晴らしいこ

とだと思った。検索システムの使用に関して不明な点は議事課担当者の電話での指示で容易に解

決した。ネット上でアーカイブにアクセスする方法の向上は、アーカイブがより身近になり、住

民に開かれた議会運営に寄与する。一層の使い易さを今後も望みたい。一方で、いまだにＨＰや

会議録検索システムが整備されていない自治体があれば、早急にその構築が望まれる。 

 

 以上、地方議会へ請願を出す「減税活動」は、アーカイブへの関心へつながり、議会における

民主主義について考えるきっかけとなった。そしてこの経験は次に、参議院への請願提出への布

石となった。 

 

   ②参議院への請願提出 

 

市議会への請願提出が完了したのは令和2年6月だった。翌7月1日には、レジ袋有料化及び無料

配布禁止を義務付ける省令（以下「レジ袋省令」と称する）が施行されることになっていた。※

5 

 小泉進次郎環境大臣（当時）が「レジ袋の有料義務化の目的はプラスチックゴミの減量ではな

く、プラスチックへの問題意識を持ってもらうことが狙い」

との主旨を地上波報道番組で発言し、twitterでも話題になっていた。私は「レジ袋省令」の目的は

ゴミ減量と海洋汚染防止のためであると、環境省発信の啓発動画やHPでのメッセージから理解し
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ていた。そのような問題意識の高い国民にとってはなおのこと、テレビ報道番組における大臣の

発言は一瞬耳を疑い、混乱させる言動であった。 

 

レジ袋有料化を省令によって義務付ることは一種の増税といえる。また、義務化の目的は、環

境省の国民向けHPの内容と小泉大臣発言とのギャップで混乱を引き起こした。公人の発言をア

ーカイブに残す意義を知った私は、この小泉大臣のテレビでの発言を文字化しておけばアーカ

イブになるのではないか、と考えた。 

 以上から、

この「レジ袋省令」についての疑問を請願として政府へ問う「減税活動」へ一歩踏み出すこと

と定めた。テレビ発言がアーカイブになるのではないか、という仮説は、この一年後に刊行さ

れた基本文献 第一章 歴史に見る、文書管理とは何か？「普通の国ならば「西浦教授のニコ

ニコ動画」は公文書になる」を読み、確信になった。 

 

請願であれば紹介議員を探す必要がある。消費税減税法案骨子を作成したN党浜田議員は減税に

理解のある政治家である、との認識をもっていた。そこで、当時は面識もなかった浜田議員に

「レジ袋省令」に関する請願の紹介議員をお願いしたい旨を、勇気を出して 

facebookメッセージでお送りした。数日返事をお待ちし、諦めかけたところで浜田議員より承諾

のお返事をいただいた。 

 

会派みんなの党浜田聡参議院議員より第341号請願「レジ袋有料化及び無料配布禁止を義務付け

る省令の中止又は一時中止を求めることに関する請願」が同年10月203回国会（同年10月）に提

出された。 

全文 https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/seigan/203/yousi/yo2030341.htm  

 

 

 

第341号請願「レジ袋有料化及び無料配布禁止を義務付ける省令の中止又は一時中止を求めるこ

とに関する請願」（抜粋） 
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国会への請願は審議保留となるケースが多いようだ。審議保留となる請願を今後どのように生かせ

るのか、このときは全く想像できなかった。しかしこの後、日本のアーカイブ事情について様々な

気づきを得る出来事に繋がった。 

 

その後、付託された経済産業委員会会議録第３号12月4日の会議録がネット上にアップされている

ことを知った。※6  

会議録から、当該請願を含む27件の請願について、理事会で協議の結果すでに保留が決定してお

り、その承認を求める会議、と読める。 

 

注目すべきは、理事の一人として青山繁晴議員が指名されていることである。このことがその後

の出来事と共に、想像もつかなかった国会のアーカイブの現状を知るきっかけとなった。 
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経済産業委員会会議録第３号12月4日の会議録 の一部 

 

 請願提出からほぼ1年後の令和3年6月28日付 

国際環境経済研究所のブログ記事「レジ袋有料化はグリーンウォッシュ」が出た。※7  

記事の主旨は、レジ袋の投棄が海洋プラごみの問題とする根拠を疑問視する内容である。記事に

第341号請願が引用されていたことは驚きだった。また、同時に参議院議員 

青山繁晴氏の自身のブログ記事（2021年2月5日付）※8  及びYouTube番組※9  

での発言の文字起こしが掲載されていた。これらの媒体から青山議員の主張は「レジ袋省令」の

根拠に関して問題意識があり、全面的には賛成していないことが分かった。第341号請願には賛同

する立場だと解釈できる。 

 理事として指名されている青山繁晴議員が、この第 341 号請願について理事会でどのような発

言をされたのかを知るため、参議院に問い合わせた。すると驚くべきことに、理事会の議事録は

存在しない、とのことである。議事録が非公開なのではなく、議事録自体を取っておらず、その

協議の経過を知る術は参加した議員本人に聞くしかない、という事実だった。これは確認したと

ころ、衆議院でも全く同じ状況であった。 

 青山繁晴議員は、私が先の参議院選挙で一票を投じ初当選した議員である。青山氏の国民へむ

けての情熱的な選挙演説は感動的だった。青山議員は「レジ袋省令」に関し理事会できっと熱い

発言をされたに違いない。審議保留は青山議員にとっては不本意な結論だったのではないか？結

論とは異なる政治的信念を、一票を投じた有権者へ誤解なく伝えるためにもこの理事会の会議録

を作成し、アーカイブ化するべきではないのか。 

 議員本人に質問するしかない、とのことで、青山繁晴議員事務所に電話で問い合わせた。秘書

によれば、すでに 2 年前のことでもあり、お返事できるかどうか約束はできないとの回答であっ
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た。しかし、この回答があろうがなかろうが、議事録は第三者も確認できる記録でなければ発言

の証拠にはならない、という当たり前のことにあらためて気づかされた。 

 

 以上の実例から気づいた現状は以下のとおりである。 

 

〇地上波放送における現職大臣の発言を文字で残しアーカイブ化することは国際標準では 

常識だった。 

 文書以外の動画なども積極的にアーカイブとして保存することは有益である。インターネット

番組はもとより、地上波放送も録画だけでなく、再視聴サービスはアーカイブの保存に活用でき

る。 

 

 〇請願が法人のブログ記事に引用されネット上で公開された。このことから、請願が国会 HP 

に掲載されることにより、その内容がより多くの国民に届く可能性があることに気づいた。 

 ほぼ審議保留となる請願ではあるが、公文書として参議院 HPに掲載されるなど、今日ではネ

ット上に存在する文書となる。そのため、検索ワードでヒットすることでその事象に興味のあ

る国民が請願にたどり着く可能性がある。このことから、たとえ審議保留となる請願であって

も、請願の文面を通じて意見を伝える役割が期待できる。この効果向上のためにも、アーカイ

ブのアクセス手法や保存技術の更なる向上を願う。 

 

 〇参議院、衆議院の理事会の議事録が存在しない。 

 請願が保留になる決議は委員会で最終決定となる。しかしこの結果（請願を審議保留とする

決定）はすでに、理事会の協議の結果である。結果がどのような議論により導かれたかは、理

事会の議事録を見てみなければわからない。しかし、その理事会の協議の議事録はそもそも存

在しない。参加した議員本人以外はその発言内容を確認できない。第三者の確認が得られず、

公人の発言の証拠がない、という状況である。 

 国会において、結論を決定づける会議の議事録が無い、ということは、民主主義を表明する

国家としてあってはならない体制であると指摘する。発言に対して誰も責任を取らない国会に

なってしまう。経緯も不明な理事会の決定がすなわち委員会の決定であれば、委員会は不要で

ある。理事会の決定だけを議事録に残せば十分だからである。 
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 ここでも 基本文献 第一章「日本の公文書管理の致命的な問題点」“日本のアーカイブで

は、最後の結論さえ残せばよいという考え方が支配的です。” という現状であることを指摘

する。 

 理事会の決定と議員本人の常日頃の政治的姿勢、主張が異なる場合は特に、会議での発言を

証拠として残す議事録が、当該議員の政治姿勢を支持する有権者への有益なメッセージになる

はずである。 

 基本文献全編を通じての主張「アーカイブは○○を守るためである」という言葉が思い出され

る。 第一章 歴史に見る、文書管理とは何か？「アーカイブは官僚バッシングの道具ではな

い」 から一節を引用する。“ある文書に表れる政策が成功か失敗か以前に、どういう試行錯誤

を行ったのかの過程が検証できるようにしておかねばならないのです。だから、途中経過も残

される必要があります。特に議事録は、どういう試行錯誤が繰り返されたのかの記録です。” 

と、文献にはあるが、日本の国会には試行錯誤の記録がない。これが現実である。議事録が無

いということは、誰もその発言に責任を持たなくてよい、という態度の表れである。請願の多

くが審議保留になるのも、このことと無関係ではないのではないか。この理事会以外にも、議

事録が無いまま重大な決定を相談する会議があるのではないか。このような疑問を国民に持た

せる国会でよいのだろうか。国民の付託である国会では、少なくとも議事録を作成することを

強く求める。それは、必ず未来の国家、国民の財産になるはずである。 

  

 参議院へ出した請願は、このように思いがけない展開となり、国会のアーカイブの現状を知り、

議事録について問題提起できた。また、アーカイブの意義の周知、アーカイブ保存、管理、検索技

術の発展が今後ますます必要であることを示すことができた。そして、「レジ袋省令」の請願は、

この省令自体への関心も深めることとなった。 

 

 「レジ袋省令」の請願が完了した

令和2年12月、救国シンクタンクから配信された動画で、規制を数値評価するべきであるという提

言がなされた。※10  

欧米では、規制について経済や環境など様々な側面から計算式によりコストが数値化され、それを

根拠として評価される。この評価から規制の是非が判断されることが常識となっている。ところが

日本では規制の数値評価がほとんど進んでおらず、新しい規制がほぼ一日一つ増えているという状

況だと知った。※11 
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「レジ袋省令」はレジ袋を有料で配布することを義務付ける、という規制が増えることであると考

えられる。 

 この状況を踏まえ、以下の二点を次の「減税活動」の目標と定めた。 

・質問主意書によって、「レジ袋省令」請願では得られなかった問いへの回答を政府に求め、 

「レジ袋省令」の矛盾点を炙り出すこと。 

・質問主意書によって、「レジ袋省令」を一つの例として、政府による規制の評価の実態を知

り、評価を促していくこと。 

 

 

「レジ袋省令」で実施される規制（以後、「レジ袋規制」と称する）の内容について、質問主意

書で政府から答弁を引き出す「減税活動」について、実例２で述べる。 

   

 

実例２：質問主意書とその発展 

 

 参議院への請願はほとんどが審議保留になる現状である。しかし質問主意書による質問は国会議員

を通して政府から必ず答弁を得られる。質問主意書による「減税活動」はのちに、省庁官僚との電

話、メール、また対面でのレクにも発展した。この「減税活動」を通じて気づいたアーカイブの意義

について論じる。 

 

①質問主意書による政府答弁の公文書化 

 ほぼ審議未了となる請願とは違い、質問主意書は必ず政府からの答弁が得られる。N 党浜田議員に

「レジ袋規制」に関する質問主意書作成を依頼し、提出された。 

令和 3 年 1 月 28 日 204 回国会 参議院請願 質問 10 号 質問と答弁 全文

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/204/meisai/m204010.htm  

 

 

 

令和 3 年 1 月 28 日 204 回国会 参議院請願 質問 10 号 質問と答弁（抜粋） 

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/204/meisai/m204010.htm
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初めて政府答弁を読み、期待した答えになっていない答弁に愕然とした。 
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 例えば質問一について 

 

 質問「「プラスチック資源」を主立って取り上げた根拠は何か。」 

 答弁「「循環型社会形成推進基本計画」（平成三十年六月十九日閣議決定）において、プラスチック 

は、「資源・廃棄物制約、海洋ごみ対策、地球温暖化対策等の幅広い課題に対応」して、施策を

進めることが必要な素材とされているためである。」 

 

 

質問の主旨は、他の素材もあるのになぜプラスチックだけを取り上げるのか、その理由を問うたはず

だった。しかし、私の国語力では、プラスチックが必要だから必要、としか解釈できない。他に答弁

から明らかになったことは、海洋ゴミ中のレジ袋が占める割合のデータが無いこと、なぜレジ袋をタ

ーゲットにするのかの理由が明確でないことなど、謎が深まるばかりの答弁だった。※12  

 

「レジ袋規制」に関して国民へ納得できる説明ができないのであれば、有料化されることへの疑問はま

すます大きくなるばかりだ。と同時に、国会議員は誰一人として国会においてこの省令が施行されるま

でに、このような質問をしなかったのか、という疑問が湧き上がってきた。 

 すでに省令の施行後ではあったが、この質問主意書を通じて「レジ袋規制」の根拠、規制の数値に

よる評価の進捗を確認する意欲へと繋がった。 

 

 ②官僚、議員、有権者の電話、メール、レクによる問答の公文書化 

 

質問主意書10号答弁への再質問をお願いしたところ、ZOOMによるレクが経産省より提案された。こ

の後も、電話、メールでの質問が許可され、数回にわたり経産省担当者と質疑応答を重ねた。当時は

これが公文書になるのか漠然としていたが、基本文献 

第三章「政府職員のメールを破棄してよいか」から、これも公文書になりうることが確認できた。電

話の文字起こし文書とメールは大切に保存するべきであり、これら私文書も、ひとつの政府見解とし

てとらえてよいのだ、という意識を持った。 
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③質問主意書の意義と発展 

 その後も同議員の政策秘書、末永友香梨氏の協力を得、質問主意書で政府に問い続けた。 

 

 ここで質問主意書について、N 党浜田議員、および救国シンクタンク理事である、江崎道朗研究員の

アドバイスから得たことに触れておく。 

 浜田議員からご意見を頂戴した。私のさらなる質問主意書の依頼に対し、「質問主意書は出せばよい

というものではなく、何のために出すのかをご自身で納得されてからでも遅くはないと思います」との

ご意見だった。私はあらためて自分の意志を振り返り、①で述べた私見を浜田議員にお伝えした。ま

た、江崎研究員からは、質問の焦点を絞り、粘り強く事に当たると良いのでは、とご助言を頂いた。お

二人には心から感謝を申し上げたい。 

 

 その後、質問主意書および文書化した官僚レクは、令和 3 年 7 月 28 日救国シンクタンクから発表され

た委託研究「アクティビスト調査手法モデル化事業」の研究資料データベースの一部になった。※13  

同事業の研究者である内藤陽介氏には、令和 3 年 11 月環境省担当者との対面レクにご参加いただいた。 

 一年にわたる経産省、環境省との質問主意書及びレクから得られた回答から知り得たことは、主に

以下の通りである。 

 ・バイオマス 25％以上含有レジ袋の無料配布を認めているため憲法違反には当たらない、という 

のが政府の認識であること。 

 ・省令はそもそも評価対象から法律で免れていること。 

 ・「レジ袋規制」の根拠となる環境省が掲げる目標 “プラスチック排出量削減のマイルストーン 

2030 年までに 25％削減目標”が、基準年（削減を開始した年）が明確でない。また、実は国全体

としての目標ではなく、業者にその基準年の設定と目標の達成を任せていること。 

 ・環境省はレジ袋有料化後、消費者にレジ袋使用状況に関するアンケートをとったが、消費者への啓 

発効果についてはその検証が十分にされたとは思えないこと。 

 ・環境省は啓発効果については当該アンケート以外、これ以上評価する予定が無いこと。 

 

などが明確になった。※14  

 これ以上の質問は国会において国会議員の国会での質疑に委ねる段階になったのではないか、と判断し

た。今後の「レジ袋規制」の探求は、救国シンクタンクでの事業に生かされていくことを期待している。 
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実例３：「ジャンケン理論」による「民意の爪痕」 

 

 

「減税活動」を通じて、税金の使途への興味が深まっていった。すると、それまでの何気ない日常の

風景が違って見える現象が度々起きるようになった。中でも、通勤電車内で目にする「納税納期を告

知するポスター」（正式名称は財務広報ポスター）は私の中で様々な疑問を呼び起こした。市の広報

なので、これは市税で賄われているはずである。税金を使って納税の納期を告知する事業の是非は、

この事業にかかる歳出と、告知により増えた税収幅からの効果測定の前後比較で判断されるべきだ、

と考えた。 

 

この件について川崎市議会重冨たつや議員とSNSで繋がり、質問を投げかけた。重冨議員も、この件は

取り上げるべき内容との判断であった。そして、私の疑問が議会での質疑になった。その結果、それ

が議事録となった。有権者が議員を通して議事録に意見を残したことを「ジャンケン理論」による「

民意の爪痕」と称する。 

 

ここでいう「ジャンケン理論」とは政官民の力関係であり、救国シンクタンク渡瀬研究員が用いてい

た比喩表現である。グーが国民、政治家がチョキ、官僚がパーである。 

 

 先の例でこの関係性を説明する。 

  私（グー）が重冨議員（チョキ）に対しポスターについて質問した 

（グーがチョキに対し力を行使した）。 

  重冨議員（チョキ）が議会で市行政（パー）に対しポスターについて質問した 

（チョキがパーに対し力を行使した）。 

 市行政（パー）がポスターで告知した納期を私（グー）が守った 

（パーの力にグーが従った）。 

 

以上が「ジャンケン理論」で表す政官民の力関係である。 
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 以下の議事録は「ジャンケン理論」に則り「民意の爪痕」を残した事例である。 

 

 川崎市議会 令和3年 予算特別委員会 3月9日 質疑の一部 

  

 

行政が税金を使って行う事業の中でも、特に住民へのサービスのことを事務事業という。また、事務事

業の自己評価を示した一覧表のことを事務事業評価シート、という。税金の使途についてのアーカイブ

である。 
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川崎市 事務事業評価シートの一例（部分） 

 

実例３は実際に掲示されていたポスターから事業に気づいた例であるが、事務事業評価シートを参照す

ることにより様々な事業があることが住民にも分かる。  

 

税金がどのように使われているかについて住民自身が意識をもつ。日々の事象や事務事業評価シートか

ら地域行政の改善点に気づき、住民の意見を地元の議員に伝える。それが議会において行政に届く。行

政が事業を改善し、住民がそのサービスを受け取る。「ジャンケン理論」による政官民の望ましい状態

である。 

 

しかし、この事務事業評価シートが存在しない自治体がある。この評価シートが存在しない自治体は、

税金の使途がチェックしにくい状況であることは間違いない。いまだにこの評価シートが存在しない自

治体には、適切な事業運営のために作成することを望む。そして、全国自治体行政の事業がより適切な

予算と内容に進化し、住民の生活向上に寄与するサービスになっていくことを願う。 
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実例４：地方議会における議会運営 

 

 令和3年9月に川崎市議会へ、行政評価を自治体に求める内容の請願26号を提出した。※15 

この請願が審議される議会運営について疑問をもった。また、そのことをきっかけとして、議会運営

について、ローカルルールを発見した。この2点についてアーカイブと民主主義の関係について問題提

起する。 

   

請願26号は、無所属重冨たつや議員一名が紹介議員となり成立した。川崎市議会では無所属は会派構

成員5人以上で一会派として扱われるルールになっている。現在は5名未満のため、無所属議員は議会

運営上様々な制約がある。その制約により、同請願は付託された総務委員会及び、本会議場において

一度も賛成の意見が聞かれることなく不採択で結審した。請願が成立しているにも関わらず、一度も

賛成の意見が議事録に残らないことについて、議会制民主主義として不備があるのではないか、民意

の黙殺になるのではないかと思った。 

 

この件について同市議会局担当者と話す中で、次のようなルールがあることを知った。要約すると「請願

の付託委員会と紹介議員の所属委員会が一致するときは請願できない」ルール（以下「請願不可ルール」

と呼ぶ）である。※16  

他の自治体にも存在するのか調査したところ、大阪府富田林市議会に同様のルールが存在した。同市議会

では、市議15人のうち9人が同じ委員会に所属している。その委員会が、請願の付託委員会になる場合は

、付託委員会に所属しない残り6名から紹介議員を探さなければならない。これは、国民の請願権が半分

失われている状態に等しいのではないか。 

 

「請願不可ルール」自体が民主主義の問題を含んではいるが、ここではアーカイブの観点から、この

ような議会運営ルールが存在する現状について問題提起する。 

 

まず、川崎市議会における議会運営ルールの歴史について同市議会局議事課担当者からの説明を根拠

に経緯を説明する。 

 

川崎市議会によると、それまで議会は暗黙の了解や慣習で運営されていたが、昭和58年に議会運営ル
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ールとして明文化し冊子化することになった。この時点ですでに「請願不可ルール」は存在しており

、そのまま掲載された。掲載する際にも、そのルールができた理由は特に確認されることもなく、い

まだに不明であるとの説明であった。基本文献 第 1 章「日本の公文書管理の致命的な問題点」

“日本のアーカイブでは、最後の結論さえ残せばよいという考え方が支配的です。” 

とある。なぜそのような結論に至ったのか、存在理由が分からないルールが永年顧みられることもな

く継続している、典型的な事例である。 

 

この議会運営ルールは4年に一度見直され、冊子が新調される。ルールの見直しは、議会運営委員会の

前段階として、団長会議で話し合われる。団長会議は、各会派の長が集まる会議であり、会派に属さ

ない無所属議員は傍聴も認められない。団長会議の開催は議事録で確認できるが、団長会議の議事録

は作成されていない。 

 

議会運営委員会での決定事項は、その結論だけでなく、なぜその結論に至ったのか団長会議での議事

内容も含めてアーカイブとして住民に公開するべきではないか。身近な政治は地方議会で行われてい

る。であればこそ、地方議会において国際標準のアーカイブの考え方が取り入れられ、より民主的な

議会運営へと進化していくことを望みたい。 
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終章 日本への提言 

 

 提言：「納税者よ、権利とアーカイブを意識せよ！」 

 

 

 

「減税活動」を始める以前は、私自身アーカイブを意識することはほとんど無かったといってよい。

振り返ってみれば、森友事件で公文書の書き換えが国会で問題になったときも、正直にいって、その

重大さをそこまで理解してはいなかった。 

 

突然始まった「減税活動」は、常にアーカイブを必要とし、アーカイブの現状にぶち当たった。「減

税活動」を通して公文書の存在、アーカイブの現状、大切さの理解が深まったことは実例とともに本

論で述べたところである。 

 

裏を返せば、今まで全くアーカイブを意識せずにここまで来たのは、減税について考えたことが無か

ったからだ、とも言えるかもしれない。 

 

ではなぜ減税について考えたことが無かったのだろうか。戦後、教育として納税の義務ばかりが強調

され、権利についての教育を受けたことが無いからかもしれない。年貢をお上に上納する、という江

戸時代から刷り込まれてきた意識も一因かもしれない。サラリーマン家庭であれば、天引きされるの

が当たり前だからかもしれない。社会保障のためだから、という公共の尊い精神からかもしれない。

そして、世界に比べれば、日本はそれでも豊かな国であり、衣食住に困らず、自由で平和な国だから

かもしれない。 

 

しかし、デフレが30年続き、日本のGDPは下がり続け、国民負担率は50％に迫ろうとしている。そし

てこのコロナ禍をきっかけとして初めて消費税減税について真剣に考え、行動する機会を得たことは

、私の納税者の権利意識を覚醒させる大きな転機となった。  

 

「民意の爪痕」を残す「減税活動」を通じ、日本ではアーカイブの常識が国際標準に及んでいない状
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況を目の当たりにした。アーカイブの認識を改めて問いたくなるような国会、地方議会の非民主的、

慣習的な運営、官僚が作る規制の空虚さには驚きの連続であった。日本の民主主義の現状は実は未熟

なのではないか、と考えるに至った。 

 

なぜこのような状態が今日まで常態化しているのか。それは民意を政治的にどのように伝えればよい

のか、その具体的な方法が分からなかったからではないだろうか。ここでいう民意は、とりもなおさ

ず納税者の意見を指す。納税者とは国の主権者である。国（政府）の事業は税金がなければ何ひとつ

果たし得ない。納税者はまさに政府のスポンサーとして意見を言う権利がある。本論文で示した「民

意の爪痕」が、納税者としての意見を政治的に伝える具体的な行動のひとつとして認知されることを

願う。 

 

今こそ日本にアーカイブへの理解が広がり、発展する出発点なのだと主張したい。そのことは同時に納

税者がその権利に目覚め、行動することを伴う。必要があれば「民意の爪痕」を行使し、地方議会に、

国政に、その意見を反映させてゆく。税金の使われ方をチェックし、意を共にする議員と連携して行政

に問い、血税が有益に使われるよう知恵を出していく。その行動は、たとえこの先まだ少し時間を要す

るとしても、必ず日本の民主主義の成熟に繋がると信じる。 

 

 「納税者よ、権利とアーカイブを意識せよ！」 

  

 

今始まったばかりの「民意の爪痕」を残す「減税活動」は、日本が文明国家として生き残る分岐点であ

る。この論文が、納税者としての権利意識を奮起させ、彼らの行動とともにアーカイブへの理解が広が

り、日本の民主主義の成熟と発展に微力ながら寄与することを願う。（おわり） 
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